
Ⅳ－１

Ⅱ－10 決算額 構成比 経常収支
比      率

事務の共同処理の状況 千円 ％ 千円 ％ 千円 千円 ％

38,097,078 87.9 22.1

　過疎 首都 260,259 0.6 13.7

　山村 　近郊整備 69,027 0.2 14.0

　離島 　既成市街地 配当割交付金 225,311 0.6 10.0

185,101人 　不交付 131,018 0.3 10.0

1.2% 　広域行政圏 実質収支比率 3,717,643 9.2 0.0

経常一般財源等比率 0 0.0 46.1

公債費比率 0 0.0 17.0

起債制限比率 118,670 0.3 0.6

公債費負担比率 95,065 0.2 12.2

１ 歳入総額 A 経常収支比率 47,533 0.0

２ 歳出総額 B 0 0.0 0.0

３ 歳入歳出差引額（A-B） C 47,533 10.8

債務負担行為限度額 18,641 0.1

0 0.0

５ 実質収支（C-D） Ｅ 42,780,245 99.4

６ 単年度収支 Ｆ 積立金現在高　　Ｃ 536,121 0.0

７ 積　立　金 Ｇ （うち財政調整基金） 903,137 0.6 補　助

８ 繰上償還額 Ｈ Ａ＋Ｂ－Ｃ 445,812 0.0 単　独

９ 積立金取崩し額 Ｉ 土地開発基金現在高 10,862,829 その他

積立基金取崩し額 8,001,403 災害復旧事業費

収益事業収入 155,455 0.0 失業対策事業費

40,215

(11.46)% 1,698,739

(16.46)% 1,453,669

(25.0)% 554,397 0.0

(350.0)% 2,506,600

(0)

(0)

69,938,622 100.0

A 人 B 百円 B/A 百円 超過課税分

市町村長 収 入 済 額

うち技能労務職 副 市 長 千円 千円 ％ 千円

教 育 長 個人分 議　 会 　費

議     長 法人分 486,413 総　 務 　費

副 議 長 固定資産税 民　 生　 費

議     員 軽自動車税 衛　 生　 費

実質収支額 議 員 数 市町村たばこ税 労　 働　 費

千円 　　繰入金 千円 人 加入世帯数 鉱　産　税 農林水産業費

国民健康保険（事業勘定） 160,281 被保険者数 特別土地保有税 商　 工 　費

後期高齢者医療 5,865 一世帯当たり保険税調定額 法定外普通税 土　 木 　費

下水道事業 無 6,399 被保険者１人当たり保険税調定額 目　的　税 消　 防 　費

介護保険事業（保険勘定） 177,320 被保険者１人当たり費用 入　湯　税 教　 育 　費

介護サービス事業 無 4,223 保険税（料） 事 業 所 税 災害復旧費

保険給付費 都市計画税 公　 債 　費

後期高齢者支援金等 諸 支 出 金

前期高齢者納付金等 前年度繰上充用金

介護給付費納付金 486,413 合　　計

滞納 合  計

人 2,248  363  繰越分% %

96,453 304  35.3 97.7

689  286  (35.3) (97.7)

人 394  286  33.0 96.8

4,497 394  236  43.1 98.8

227  国民健康保険税（料） 33.1 83.6

5,671,5870.1

構成比 充当一般
財 源 等

経常経費充当
一 般 財 源 等

人　　　　　　　　　　　　　　口 指定団体等の状況 指　　　　数　　　　等 ％ 千円

260,259

基準財政需要額 25,836,619千円 地　 方 　税 54.5 35,561,014 人　 件　 費<ごみ・し尿処理>

うち職員給 6,456,061 9.4 5,525,135 5,525,093
２７年

性　　　質　　　別　　　歳　　　出

決   算   状   況 団    体    名 三鷹市 28年度交付税種地区分
区　　　分

構成比 経常一般財源等
区　　　　分

決算額

平 成 28 年 度 団 体 コ ー ド 132047 市　 町 　村　 類 　型 歳　　　　　　　　　　　　　　　入

14.5 8,924,244 8,921,351

・東京たま広域資源
　循環組合

基準財政収入額 30,486,689千円 地方譲与税 0.4

18,657,89248.7

4,062,060

扶 　助　 費 19,370,970 28.2 5,671,588

4,062,060

118,670 維持補修費 260,656

18,654,998

6,896,987

0.4 247,600 243,646

69,027

225,311 公 　債 　費 4,087,356 6.0

0 物 　件 　費 10,149,592

186,936人
9,948,456

0.0 0 小　　　計 33,406,782101.6%

増減率（２７／２２）年 0.5%
標準財政規模 39,840,416千円 利子割交付金

内
訳

元利償還金 4,086,956

・ふじみ衛生組合
財政力指数

単年度  (1.180) 0.3

国
調

6.0 4,061,660 4,061,660

対前年増減率 <その他> 2.8% 地方消費税交付金 5.3 3,717,643 一時借入金利子 400 0.0 400 400

住
民
基
本
台
帳

29．１．１ 1.134 株式等譲渡所得割交付金 0.2 131,018

14.8 7,897,804

ゴルフ場利用税交付金

10.0 5,628,933 4,948,329

29．１．１現在
(参考) 65歳以上人口

39,777人 面 積 16.42ｋ㎡

・東京市町村総合
　事務組合

・東京都後期高齢者
  医療広域連合

5.2% 自動車取得税交付金 0.2

決　算　収　支　の　状　況 平成28年度 千円 平成27年度 千円 8.7% 地方特例交付金等 0.1 95,065 補 助 費 等 6,891,003

5.7% 特別地方消費税交付金 0.0

69,938,622 70,899,024 86.8% 地方交付税 0.1 0 積 　立 　金 2,458,960 3.6 2,436,277

68,653,953 69,445,355 地方債現在高　　Ａ
(特定資金公共投資事業債除く)

43,537,065千円
0.0 0 0

1,284,669 1,453,669 特別 0.1 繰 　出　 金 7,139,529

内
訳

普通 0.0 0 投資及び出資金・貸付金 10,000

10.4 6,540,947 4,382,668

４ 翌年度へ繰り越すべき
　 財源

D 166,448 14,689
43,999,792千円 交通安全対策特別交付金

債務負担行為の　　　Ｂ
翌年度以降支出予定
額

9,146,277千円
国有提供施設所在地交付金 0.0 0 投資的経費 8,337,431 12.1 4,060,322

0.0 18,641 前年度繰上充用金 0 0.0 0

歳 入 一 般 財 源 等

1,118,221 1,438,980 小　　　　　　計 61.2 40,196,648 うち人件費 126,186 0.2 126,186 46,754,444 千円

経常経費充当一般財源等

179,533 114,901 (4,072,586)  使　 用　 料 1.3 251,667
内
訳

1,274,835 1.9 196,845 35,126,628 千円

0 7,062,596 10.2 3,863,477

0 0 0千円

△320,759 64,868 8,337,431 12.1 4,060,32212,983,055千円 分担金・負担金 0.8 0

内
　
　
　
訳

普通建設事業費

国庫支出金 15.5

0.0 0

0 0.0

0 0 39,700,287千円 手　 数 　料 0.6

0

健　全　化　判　断　比　率　※ 寄　 附 　金 0.1 合　　　　計

減収補てん債特例分及び臨
時財政対策債を歳入経常一
般財源等に加えない場合の
経常収支比率

10 実質単年度収支
　　 (F+G+H-I)

J △141,226 179,769
1,689,021千円 都 支 出 金 11.4 0 0.0 0

0千円 財 産 収 入 0.2 10,203 0

2.4

連結実質赤字比率 － 繰 　越　 金 2.1

実質公債費比率 3.8 諸 　収　 入 0.8 244

一　　　般　　　職　　　員 （29.4.1現在） 特　　別　　職　　等 （29.4.1現在） (うち臨時財政対策債) (0.0)

将来負担比率 18.6 地 　方　 債 3.6

(うち減収補てん債特例分) (0.0)

68,653,953 100.0 45,469,775 86.8%

実質赤字比率 － 繰　 入 　金

決算額 構成比 充当一般財源等
75

一人当たり平均給料
（報酬）月額　　　円

合        計 100.0 40,458,762

市　　　　町　　　　村　　　　民　　　　税 目　　　　的　　　　別　　　　歳　　　　出

区　　　分
決　算　額 構成比 増減率

一　般　職　員 914 2,941,315 3,218 25.1.1 1,030,000

基準
税額

100

区　　分

区　　　　分
職　　員　　数 給 料 月 額

１人当たり
給料月額 区　　分

改定実施
年  月  日

％ ％ 千円千円

教育公務員 3 14,093 4,698 25.1.1 810,000 市　 町
村民税

71 238,615 3,361 25.1.1 870,000

500,835

消　防　職　員 0 0 0
議
 

会

7.12.1 640,000 3,242,277 8.5

17,253,518 45.3 1.6 16,654,049 500,945 0.7

12.4 2,631,424 10,198,250 14.9 8,673,965

臨　時　職　員 0 0 0 7.12.1 48.4 16,052,627

合　　　　計 917 2,955,408 3,223 7.12.1 550,000 89,750 0.2

580,000 13,761,267 36.1 1.9 13,535,853 33,214,520

25.4 92,104 3,976,160 5.8 2,879,051

158,384 0.2 99,858

27,687世帯 0 0.0 0.0 150,683

814,091 2.1 △4.5 814,776

0.2 127,083

10.5 5,615,012

2,495,075 22 41,048人 0 0.0 0.0 410,312 0.6

0 0.0

329,857
国
保
事
業
会
計
の
状
況

3,930,901

1,101,677 19 95,209円 2,936,175 7.8 △0.7 455,141 2,236,198 3.3 1,988,455

313,875 4 141,154円 0 0.0 0.0 5,271,760 7.7

1.8 1,210,071

0

1,697,976 20 479,528円
内
訳

3 0.0 △40.0 7,219,314

10,979,583千円 5.9 4,062,060

244,125 0 3,892,364千円 400,108 1.1 △7.5 455,141

2,536,064 6.7 0.5 4,087,356

38,097,078

0 0.0

0 0.0 0.0 1,230,071

100.0 2.3 34,183,347 68,653,953

公
 

営
 

事
 

業
 

の
 

状
 

況

※（　）書きは、早期健全化基準である。

均
等
割

個
　
人

①三鷹中央防災公園・元気創造プラザ ⑤三鷹消防署建替用地取得事業

976,699千円

2,368,550千円

合　　　計

旧法による税

法定外目的税

事　業　名
法
適
用

普通会計からの 職　員　数 ( 28  人)  

1,730千円

100.0 45,469,775

0.0 0 0.0 0

課税分%徴
　
収
　
率

⑥特定緊急輸送道路沿道建築物耐震化促進事業

 　新校舎整備事業 ⑩都市計画道路３・４・７号（連雀通り）整備事業

④三鷹の森学園高山小学校時限付き ⑨都市公園整備事業

税
 

割

法
 

人 93.3

納 税 義 務 者 数

市町村税合計 99.2

③上連雀分庁舎整備事業 ⑧私立保育園整備事業

（徴収猶予分を除く）

う
ち

(99.2)

区    分

市町村民税 99.0

②都市型産業等集積用地取得事業 ⑦児童遊園整備事業

平 成 28 年 度 大 規 模 事 業（単位：百万円）

純固定資産税 99.5

現年

 　整備事業

× 


